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 東京都内には六千件あまりの文化財が存在しており、これらの文化財すべてに対して地震や火災など各

種災害に対する防災対策を一様に施すことは非効率である。また地域の文化財防災を計画する際には、文

化財の情報や地域被災危険度の情報を共有することで地域住民参加型の防災活動が行える。本研究では、 
住民参加型の総合的防災・保護計画策定支援システムの開発を最終目的としており、今回はその基礎的取

り組みとして、東京都内の文化財情報と地域被災危険度情報のデータベース化、地域被災危険度と文化財

の特性を考慮した被害リスク解析手法の提案を行い、都内の災害別被災危険文化財の抽出例を示した。 
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１．はじめに 

 
都内には六千件あまりの文化財が存在している。文

化財の管理は基本的に文化財の所有者が行い、管理又

は修理にかかる費用は特別な事情がない限りは、所有

者の負担である（文化財保護法第31,32,35条）。このた

め文化財の保存状態は所有者によって差が生じ、個人

所有の文化財に関しては災害対策などにも自ずと限界

があるのが現状である。国指定文化財の多くは博物館

等で収蔵庫などに保管されており、比較的安全である

が、展示室では無防備な状態で置かれており、被害を

受ける可能性がある。1995年の阪神・淡路大震災以降、

美術館や博物館所有の文化財に関しては、免震装置を

導入するなどの対策は徐々に進んできている。しかし、

2004年の新潟中越地震では免震台に置かれていた土器が

転倒したり、国指定の重要文化財（長谷川邸）が大き

な被害を受けたりするなど十分とはいえない。この様

なハード面の対策の遅れにも増して、ソフト面での対

策は遅れている。また、都内でも多くの自治体がホー

ムページや配布資料での文化財の情報公開を行ってい

るが、その取り組みに関しては温度差が感じられる。

文化財は一度滅失してしまうと、その価値が無くなっ

てしまうため予め対策を施すことが大切である。都市

部の住宅密集地などでは、震災後の建物の倒壊や火災

による文化財の救出経路の寸断が考えられ、特に多数

の文化財を保有する地域では、事前に文化財の防災・

保護活動を盛込んだ防災計画を策定し、効率的な対策

を施すことが重要である。 
このような背景に基づき、本研究では後世に継承す

べき東京都の文化財を地震や火災から守るための住民

参加型総合的防災・保護計画の策定案作成と高精度セ

ンサーを駆使した最新防災システムの開発を最終目的

とする。その基礎的研究として、東京都内の文化財情

報と地域危険度情報の統合及びデータベース化、地域

被災危険度と文化財の被害特性を加味した被害リスク

解析による被災危険文化財抽出手法の提案を行う。 
 
 
２．東京都の文化財の現状 
 
(1) 文化財の分類と法的根拠 
 広義には人類の歩んできた歴史・伝統・文化などを

伝える物や活動は全て文化財の対象であるが、一般的

には「文化財」と言うと国や地方自治体から指定また
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は登録を受けているものを表す。指定や登録は国の場

合は文化財保護法、東京都の場合は東京都文化財保護

条例、各市区町村の場合はその条例に基づいて行われ

ている。このため文化財の分類の仕方については、自

治体によって細部で異なっている場合が多く、文化財

の登録制度を定めていないところもある。文化財の登

録制度は兵庫県南部地震の経験を踏まえて作られた比

較的新しい制度で、指定文化財に比べて緩やかな基準

で文化財として、国や地方自治体の保護の対象となる

ことができる。 

表-1 東京都の指定文化財件数 

 
文化財の種類

指定主体

国（国宝） 東京都 市区町村

有形文化財

建造物 ６０

（１）
５９ ２０３

美術工芸品

（絵画、彫刻、工芸
品、書跡・典籍、古
文書、考古資料、歴
史資料）

２２２９

（２３３）
２６５ １２６８

無形文化財 ４７ ８ ６２

民俗文化財
有形 ８ １７ ３３２

無形 ６ ４８ １７２

史跡 ４１ ３３４ ３０２

名勝 ６ １０ ８

天然記念物 １３ ６４ ２０１

文化的景観 ０ ０ １

合 計 ２４１０ ８０５ ２５４９

 
 
 
 
 
 
 
 

  
(2) 東京都内の文化財  

 文化財の価値は単純に比べられるものではないが、

一般的に指定文化財は登録文化財より価値があると評

価された文化財で、中でも国による指定・登録を受け

た文化財が最も価値があり、以下東京都によるもの、

市区町村によるものとなっている。 

 
３．東京都の文化財のデータベース 
 
(1) データベースの作成 
 東京都内に存在する文化財の基礎的な情報2 )を集約し、

一元的に管理するためのデータベースの作成を行った。

データベースの作成にあたってはリレーショナルデー

タベース（以下RDB）を採用し、リレーショナルデー

タベースマネージメントシステム（以下RDBMS）とし

てMySQLを用いた。 

東京都内の指定文化財件数を表-1に示す。東京都全体

で5,764件が文化財として指定を受けており、建造物に

ついても300件以上が存在する1 )。しかし、これら全ての

文化財に対して一様に防災対策を施すことは難しい。

そこで、優先的に対策を施すべき文化財の抽出を行い、

効率的に文化財防災計画の整備を進めるための手法が

不可欠である。  今回作成したRDBの構造と登録情報を図-1に示す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-1 作成したRDBの構造 

文化財番号

名

登録）主体番号

登録）年

登録）の分類番号

の種類番号

代

番号

所在地番号

号

ト・備考

情報文化財

文化財

指定（

指定（

指定（

文化財

製作年

所有者

写真番

コメン

文化財の種類番号

種別

リスクフィルター

文化財の種類

写真番号

写真データ

写真 所有者番号

所有者名

所在

連絡先

所有者情報

所在地番号

所在地名称

町番号

番地

Tel
E-mail
アクセス

所在地

町番号

町名

地域被災危険度

町データ

指定（登録）の分類番号

指定（登録）の分類

指定（登録）の分類

指定（登録）主体番号

指定（登録）主体

指定（登録）主体

-774-



(2) データベース管理システムの開発  
 本データベースの情報の登録、更新、消去そして登

録内容の検索という一連のデータベースの管理作業を

容易に行えるように、独自のデータベース管理システ

ムをJavaで開発した。開発したデータベース管理システ

ムの具体的な機能は以下の通りである。 

 
 
 
 

  
a) 文化財所有者データ入力・編集  
b) 文化財所在地入力・編集(図-2)  
c) 文化財の種類設定  
d) 文化財基礎データ入力・編集(図-3)  
e) 文化財検索(図-4)  

 (a) 検索 

本システムの開発により、システムの利用者はSQLに
ついての詳しい知識がなくてもデータベースへの接続

とデータベース情報の管理作業を行うことができる。

2007年4月現在で、5268件の東京都内の文化財情報が登

録されており、登録されている情報の検索及び閲覧が

可能である。 

 
 
 
 
 
 

  
  
  
  
  
  
  
  
 (b) 詳細表示 

図-4 文化財検索画面  
  

  

 ４．被災危険文化財の抽出手法 
  

(1) 想定する災害 図-2 文化財所在地データ編集画面 

  本研究では災害として、地震発生に伴って起こる可

能性のある７種類の災害（地震による周辺建造物の倒

壊、展示・保管物の転倒、液状化、急傾斜地崩壊、土

石流、地すべり、火災）、さらに集中豪雨による水害

を加えた合計８種類を考慮する。これらの想定災害の

種類を添え字i（１～８）で表す。この８種類の災害に

対して被災危険文化財の抽出を行った。 

 
 
 
 
 
 

  
 (2)地域被災危険度の設定 

 前述の８種類の災害それぞれに対する危険度を町丁

目ごとに地域被災危険度（Dｉ j ）として設定する。ここ

で、i は前述の災害の種類、j は対象となる町丁目を表す

添え字である。設定にあたっては、東京都や市区町村

で構築された評価モデルを活用した。東京都では都内

 
 
 

図-3 文化財基礎データ入力画面 
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の各地域の地震発生時の建物倒壊危険度3 ) 4 )、火災危険

度3 ) 4 )（図-5）、地盤の種類による増幅率の調査4 )結果を

公表している。これらのランクにデータの無い地域の

ランクとして０を導入し、倒壊危険度、火災危険度は

６段階、転倒危険度は文献4)の地盤分類別増幅率（２地

盤については同値）を参照して９段階で設定を行った。

また、液状化危険度については液状化危険度地図の評

価5 )を参照し４段階で設定した。急傾斜地崩壊、土石流、

地すべりの３種類の設定には、都建設局の調査6 )による

急傾斜地崩壊危険個所、土石流危険渓流、地すべり危

険箇所のそれぞれの所在地を基に設定を行った。水害

に対する危険度は、集中豪雨を想定した各自治体発行

の洪水ハザードマップ7 )を参照し、公表されている１５

区について設定を行った。各災害に対する地域被災危

険度の評価ランクを表-2に示す。これらの地域被災危険

度情報は、文化財情報と同じく、RDBを用いてデータ

ベース化を行い、Javaで開発したアプリケーション（図-
6）を用いて文化財データベースとの一元的な管理シス

テムを構築した8 )。 

表-2 想定する災害の種類と地域被災危険度のランク 

データなし 0 データなし 0
1 1 0.2 m未満 1
2 2 0.2～0.5 m 2
3 3 0.5～1.0 m 3
4 4 1.0～2.0 m 4
5 5 2.0 m以上 5

データなし 0 危険性なし 0
1 1 危険性あり 1
2 2 危険性なし 0
3 3 危険性あり 1
4 4 危険性なし 0
5 5 危険性あり 1

データなし 0 データなし 0
1 ほとんどない 1

~ 可能性小 2
8 可能性大 3

D i j
文献
ランク

D i ji 災害の
種類

転倒
振幅の増
幅率を8
段階評価

i 文献
ランク

災害の
種類

水害

急傾斜地
崩壊

土石流

火災

倒壊

1

2

3

地すべり

8 液状化

5

6

7

4

 

 
 
 
 
  
 (3) リスクフィルター 
 文化財には建造物、絵画などの種類があり、それぞ

れ災害に対する被害特性が異なる。例えば災害による

滅失を考えた場合、紙でできた文化財は火災に対して

弱く、被災した場合には滅失の恐れもある。一方、石

造物は火事に遭遇しても燃えることはないので相対的

には火災に対して強いと言える。一方、地震の揺れで

衝撃を受けた場合、石造物は転倒による破損の可能性

が考えられる。このような文化財の災害に対する被害

特性をリスクフィルター（F i k ）として文化財の種類毎

に任意に設定出来るようにした。ここで、i は前出の災

害の種類、k は文化財の種類を表す添え字である。リス

クフィルターの値は、想定される被害の程度によって、

全く被害を想定しない場合の０から重大な被害を受け

る場合の５までの６段階で設定を行える（図-7）。 

 
 
 
 
 
 
 

図-6 地域被災危険度編集画面 

 
 
 
 
 
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  

図-5 火災危険度4 ) 図-7 リスクフィルターの設定画面 
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リスクフィルターは文化財の種類毎に設定を行った

が、同じ種類の文化財でも特性が異なる場合がある。

例えば、建造物では木造か石造かなどで被害特性が異

なる。そこで、建造については木造とそれ以外、彫刻

については石造とそれ以外のそれぞれ２種類を用意す

るなど文化財の分類を保護法（保護条例）の分類より

細かく設定出来るようにした。 

文化財文化財
DatabaseDatabase

リスクフィルターリスクフィルター
DatabaseDatabase

地域地域
DatabaseDatabase

文化財
情報

文化財文化財
情報情報

文化財
特性

文化財文化財
特性特性

地域被災
危険度
情報

地域被災
危険度
情報

被災危険の被災危険の
文化財抽出文化財抽出

被災リスク被災リスク
解析解析

解析システム

・情報共有 ・防災マニュアルの整備

・文化財保護条例の充実 ・総合的防災計画の整備

・文化財防災システムの構築

データベース

 

(4) 被災危険文化財抽出の流れ 
 地域被災危険度を用いた被災危険文化財の抽出手法

の流れを図-8 に示す。前節までに設定した地域被災危

険度を用いて文化財毎に被害リスクを算出し、その結

果から被災危険文化財の抽出を行う。 
ある災害に対する、文化財の被害リスクRi j kを式(1)の

ように定義する。 
 

  (1) 
 

 

ここで、D i j は地域被災危険度、F i k は文化財の種類と災

害の種類を考慮したリスクフィルターの値である。D i , 

max はある災害に対する地域被災危険度の最大値で、想

定する災害によって異なる。そして F maxはリスクフィ

ルターの最大値である。Ri j kは０から１の間の値で、そ

の値が大きいほど危険度が高い。本研究で開発した、

被害リスク解析、被災危険文化財の抽出処理を行うた

めのアプリケーションの実行画面を図-9に示す。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-8 被災危険文化財抽出の流れ

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-9 被害リスク解析アプリケーションの実行画面（液状化に対する文京区の文化財の被害リスク） 

maxmax, F
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R
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×
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 ５．被災危険文化財抽出の試行 
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(1) 被害リスク解析に用いたリスクフィルターの値  
  本研究で試行した被害リスク解析に用いたリスクフ

ィルターの値を表-3 に示す。無形（民族）文化財、文化

財の保存技術及び（特別）天然記念物については被害

を考えないものとしてリスクフィルターの値を０とし

た。ただし、これらの値は任意に設定可能である。 

 

 

 

 

 全 4904件

表-3 リスクフィルターの値  

 (a) 火災      (b) 倒壊 
1 2 3 4 5 6 7 8

k 文化財の種類
火
災

倒
壊

転
倒

水
害

急
傾
斜
地
崩
壊

土
石
流

地
す
べ
り

液
状
化

1 絵画 5 2 3 5 2 2 2 3
2 彫刻 5 3 5 3 3 3 3 5
3 工芸品 5 2 5 3 2 2 2 5
4 書籍 5 2 2 5 2 2 2 2
5 典籍 5 2 2 5 2 2 2 2
6 古文書 5 2 2 5 2 2 2 2
7 考古資料 5 2 5 3 2 2 2 5
8 歴史資料 5 2 2 5 2 2 2 2
9 建造物 4 5 0 3 5 5 5 5
10 無形文化財 0 0 0 0 0 0 0 0
11 無形民俗文化財 0 0 0 0 0 0 0 0
12 有形民俗文化財 5 3 3 3 3 3 3 3
13 史跡 3 3 0 2 1 5 5 5
14 名勝 3 3 0 2 1 5 5 5
15 天然記念物 0 0 0 0 0 0 0 0
16 宿場町 5 5 0 3 5 5 5 5
17 城下町 5 5 0 3 5 5 5 5
18 農漁村 5 5 0 3 5 5 5 5
19 文化財の保存技術 0 0 0 0 0 0 0 0
20 埋蔵文化財 1 1 0 1 1 1 5 5
21 旧跡 3 2 0 2 1 5 5 5
22 書籍・典籍 5 2 2 5 2 2 2 2
23 古記録 5 2 2 5 2 2 2 2
24 書跡 5 2 2 5 2 2 2 2
25 郷土資料 5 2 5 5 2 2 2 5
26 史跡・名勝 3 3 0 1 1 5 5 5
27 刀剣 4 2 3 3 2 2 2 3
28 特別天然記念物 0 0 0 0 0 0 0 0
29 特別史跡・特別名勝 3 3 0 2 1 5 5 5
30 彫刻・考古資料 5 2 5 3 3 3 3 5
31 古文書・古記録 5 2 2 5 2 2 2 2
32 絵画・典籍 5 2 3 5 2 2 2 3
33 有形民俗文化財(板碑) 1 5 5 1 5 5 5 5
34 古文書(板碑) 1 5 5 1 5 5 5 5
35 有形民俗文化財(石造物) 1 5 5 1 5 5 5 5
36 有形民俗文化財(彫刻) 5 3 5 3 3 3 3 5
37 建造物（木造） 5 5 0 3 5 5 5 5
38 史跡（墓） 1 4 5 1 5 3 3 5
39 彫刻（石造） 1 3 5 1 3 3 3 5
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 (c) 転倒    (d) 急傾斜地崩壊 
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 (e) 土石流    (f) 地すべり 
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(2) 被害リスク解析結果  

 データベースに登録されている文化財の中で所在地

の明確な 4,904 件の文化財に対して被害リスクの算出を

行った。図-10 に各災害に対する被害リスク別の被災危

険文化財件数の割合を示す。 

 

 

 

 

地域被災危険度とリスクフィルターの値が反映され

た被害リスクの値により各災害に対して優先的に対策

を施すべき文化財が抽出された。特に被害リスクが１

の文化財に対しては、文化財の保存状態や周辺環境を

調査するとともに、地域住民と情報を共有して地域が 

 
4904件全 

 

(g) 液状化    (h) 水害 

図-10 被害リスク別の文化財の割合
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一体となって防災に備えることが必要である。 を代表する観光地である浅草寺（台東区浅草２丁目）に

ある国指定重要文化財の二天門、東京都指定有形文化財

の六角堂なども検出された。今回抽出された文化財に対

しては、今後、追加調査を行い危険ランクの妥当性を検

討していきたい。 

 
(3) 地域別の被災危険文化財件数 
市区町村別の被災危険文化財件数を図-11 に示す。江

東区には、土砂災害を除く７種類の災害に対して被災危

険文化財が多く存在している。これは江東区が他の市区

町村に比べ、文化財の件数が多いこと、そして各災害に

対して危険度ランクの高い地域が集中していることが要

因である。土砂災害については市町村部に被災危険文化

財が集中しており、急傾斜地崩壊と土石流による被害が

想定される文化財が多数存在している。土砂災害は地震

時だけでなく、近頃多発している集中豪雨などを引き金

に発生する場合もあり注意が必要である。 

 
６．防災計画策定支援システムの開発 
 

前出の東京都の文化財情報のデータベースと地域被

災危険度及びリスクリフィルターを用いた被害リスク解

析を統合し、効率的な運用が行える文化財防災計画策定

支援システムの開発をJavaを用いて行った。 
本研究で開発した支援システムの概要を図-12 に、ま

たシステムのメインメニューを図-13に示す。 また液状化に対する被災危険文化財としては、東京 
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図-12 防災計画策定支援システムの概要 

 
図-11 代表的な市区町村別被災危険文化財件数 

 
 
 
 
 
 

図-24 システムの機能 

 
 
 
 
 

図-13 システムのメインメニュー
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本研究で統合したシステムの具体的な内容は以下の

通りである。 

 

a) 文化財データベース 

b) 町レベルでの各災害（地震時の建造物・展示施設

の倒壊、展示物・保管物の転倒、液状化、急傾斜

地崩壊、土石流、地すべり、地震発生後の火災、

水害）に対する被災危険度データベース 

c) データベース管理システム 

d) 被害リスク解析システム 

 

ここで提案した文化財防災計画策定支援システムは

行政が管理することになると思われるが、データベー

スや被災危険度などの情報はウェブ上で公開すること

が望ましい。これによって、地域住民参加型の文化財

防災の可能性が生まれる。また、新たな観光スポット

が開発されるなど、地域の活性化につながる可能性も

考えられる。 

 

 

７．むすび 
 

 本研究では、東京都の文化財情報と地域データのデ

ジタル化を行い、Javaで独自に作成したアプリケーショ

ンを用いた被害リスク解析による被災危険文化財抽出

手法を開発した。またそれらを統合し、防災計画策定

支援システムのプロトタイプを試作した。被害リスク

解析においては、文化財の被害特性を考慮したリスク

フィルターを用いる手法を提案した。また、市区町村

レベルの文化財に関する被害特性を抽出することがで

きた。 
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Framework of Risk Management System for Tokyo-Metropolitan Cultural Inheritances 
 

Norifumi IKEDA, Jyun OZAKI and Fumio NAGASHIMA 
 

Developing a risk management system is vital to protect more than 6,000 cultural inheritances in Tokyo 
prefecture from natural hazard. And it is important to share the risk information with residents. In this pa-
per, an approach for the risk analysis of cultural inheritances for seismic hazards and river floods is pro-
posed. The risks of the cultural inheritances are evaluated using the hazard maps of 8 kinds of disasters 
and risk filters considering to the characteristics of each inheritance. As a result of an attempt of the risk 
analysis, the risk levels of cities, towns and villages in Tokyo are obtained. 
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